
医療制度について

令和7年12月14日

藤元病院薬剤部 本田憲一

令和7年度 第2回 宮崎県病院薬剤師会病院薬学認定研修会



本日の内容

1.我が国の医療制度の概要

2.医療保険制度

3.医療提供体制



我が国の医療制度の概要

厚生労働省HP「我が国の医療制度の概要」より



我が国の医療制度の概要

厚生労働省HP「我が国の医療制度の概要」より



医療保険制度

日本の医療保険制度の3つの優れた特徴

⚫ 国民皆保険

⚫ フリーアクセス

⚫ 現物給付

日本の医療保険制度

1947年5月に施行された日本国憲法では、国民が健康である権利を有し、社会福祉、社会保
障及び公衆衛生の向上が国の責任の範囲内であることが明確に記されています。日本では政
府主導の社会保障政策が実を結び、1961年に国民皆保険を達成するに至りました。

憲法25条により
「すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。」
「国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努めなけれ
ばならない。」



国民皆保険制度

日本国籍か外国籍かを問わず、日本に3カ月以上滞在すると認められた者全員に公的医療保険へ
の加入の義務があります。どの公的医療保険に加入するかは加入者の職業、年齢、居住地域に
より決まるものであり、加入者が自由に選択できるものではありません。また、加入者本人が
世帯主でない場合は世帯主の職業、年齢及び居住地域に基づいて決められます。

いずれの医療保険制度に加入している場合においても、国民が自分の判断で医療機関や受診頻
度を自由に選択できます。こうした体制を「フリーアクセス制度」といいます。

フリーアクセス

フリーアクセス制度により、国民は病気等になった際には、保険証があれば一定の自己負担で
必要な医療サービスを受けることができます。

現物給付



医療保険とは、相互扶助の精神にもとづき、加入者全員がお金を出し合って医療費負担が
大きい人の経済的負担を軽減する仕組みのことを指します。
医療保険は「公的医療保険」と「民間医療保険」の2つがあり、それぞれで役割が異なります。

「公的医療保険制度」とは、ケガや病気をした時に医療費の一部を公的な機関が負担する制度
です。日本は「国民皆保険制度」が採用されています。
この公的医療保険制度には

⚫ 「被用者保健（共済制度や健康保険）」
⚫ 「国民健康保険」
⚫ 「後期高齢者医療制度」
という3つの公的医療保険制度があります。
これにより、日本国民が医療機関で受診した際の医療費の自己負担額は1割〜3割となります。

医療保険

民間医療保険とは、公的医療保険だけではカバーできない、自己負担分や他にかかる費用をカバー
するための「任意加入の保険」のことです。保障内容は保険会社の商品によって異なります。



厚生労働省HP「我が国の医療保険について」より



医療保険制度の体系

被用者保健

職域保険地域保険

厚生労働省HP「我が国の医療保険について」より



医療保険制度の加入者等（平成２４年３月末現在）

厚生労働省HP「我が国の医療制度の概要」より



厚生労働省 我が国の医療保険についてより

公的医療保険の仕組み 「被用者保健（共済制度や健康保険）」
「国民健康保険」
「後期高齢者医療制度」



厚生労働省HP「我が国の医療保険について」より



主要国の医療保障制度概要 制度類型

制度類型

日本 社会保険方式 ※国民皆保険 ※職域保険及び地域保険

ドイツ 社会保険方式 ※国民の約87％が加入。※被用者は職域もしくは地域ごとに公的医
療保険に加入。※強制適用の対象でない者に対しては民間医療保険への加入が義務
付けられており、事実上の国民皆保険。

フランス 社会保険方式 ※国民皆保険（国民の99％が加入）※職域ごとに被用者制度、非被
用者制度（自営業者）等に加入。

スウェーデン 税方式による公営の保健・医療サービス ※全居住者を対象
※広域自治体（ランスティングなど）が提供主体（現金給付は国の事業として実
施）

イギリス 税方式による国営の国民保健サービス（ＮＨＳ）※全居住者を対象

アメリカ メディケア・メディケイド ※65歳以上の高齢者及び障害者等を対象とするメディ
ケアと一定の条件を満たす低所得者を対象とするメディケイド
※2014年から医療保険の加入が原則義務化。現役世代は民間保険が中心（67.5％）
で、無保険者は8.8％（2016年）
※2015年から企業に対し医療保険の提供をすることが原則義務化。



主要国の医療保障制度概要 自己負担

自己負担

ドイツ ・外来：なし・入院：１日につき10ユーロ（年28日を限度）
・薬剤：10％定率負担（上限10ユーロ、下限5ユーロ）

フランス ・外来：30％・入院：20％・薬剤：35％
（抗がん剤等の代替薬のない高額な医薬品0％、抗生物質など著しい効果の認められる薬剤
35％、胃薬等70％、有用性の低い薬剤85％、ビタミン剤や強壮剤100％）

スウェーデン ・外来：ランスティングが独自に設定 ・入院：日額上限物価基礎額の0.0023倍
・薬剤：物価基礎額の0.05倍

イギリス 原則自己負担なし ※外来処方薬については１処方当たり定額負担（8.60ポンド）、
歯科治療については３種類の定額負担あり。
なお、高齢者、低所得者、妊婦等については免除があり、薬剤については免除者が
多い。

アメリカ ・入院（強制加入）～60日：＄1,340までは自己負担 61日～90日：＄335／日
91日～：＄670／日 ・外来（任意加入）年間＄183＋医療費の20％・薬剤（任意
加入）＄405まで：全額自己負担 ＄405～＄3,750：25％負担 ＄3,750～
$4,850：35％負担（ブランド薬）／44％負担（ジェネリック）＄5,000～：5％負
担又は＄3.35（ジェネリック）／＄8.35（ブランド薬）(2018)



世界からの評価

The Conference Board of Canadaより

国民皆保険はWHOから、健
康の到達度と均一性、費用負
担の公正さなどを理由に高い
評価を受けています。

イギリスの医学誌『THE 
LANCET』でも2011年、
「日本～国民皆保険達成から
50年」と題する特集号で、
「短期間で世界一の長寿国と
なり、高い健康水準を実現」、
「国民皆保険で公平でアクセ
スしやすい医療を実現」、
「先進国の中では低い医療費
でこれらを達成したこと」等
を挙げて、高い評価をしてい
ます。



後期高齢者医療制度

高齢化に伴う医療費の増大が見込まれる中で、高齢世代と若年世代の負担の明確化等を図る観点
から、75歳以上の高齢者等を対象とした後期高齢者医療制度を平成20年４月から施行。

厚生労働省HP「我が国の医療制度の概要」より



医療保険制度の体系

被用者保健

職域保険地域保険

厚生労働省HP「我が国の医療保険について」より



併せて、65歳～74歳の高齢者の偏在による保険者間の負担の不均衡を調整するため、保険者間の
財政調整の仕組みを導入。

企業を退職した方は、
国保に加入します。

厚生労働省HP「我が国の医療制度の概要」より



６５歳未満の国保加入者で被用者年金の加入期間が２０年以上の方（退職被保険者）等の医療給
付費については、自ら支払う保険料を除いた部分を、各被用者保険が財政力に応じて負担してい
ます。

厚生労働省HP「我が国の医療保険について」より



◆我が国の医療制度は「医療保険制度」と「医療提供体制」から成り立っています。

◆医療保険制度には「国民皆保険」「フリーアクセス」「現物給付」3つの優れた特徴があります。

◆医療保険には「公的医療保険」と「民間医療保険」があります。

◆公的医療保険には「被用者保健」「国民健康保険」「後期高齢者医療制度」があり、国民皆保険のも
と、日本に3カ月以上滞在すると認められた者全員に、いずれかの公的医療保険に加入の義務があり、
その加入割合はおおよそ6：3：1です。

◆自己負担は年齢によって変動し、いずれの「公的医療保険」においても6歳未満：2割、6歳以上70歳
未満は3割、70歳以上75歳未満：2割、75歳以上：1割です（70歳以上は収入によって1割～3割）。

まとめ その1



我が国の医療制度の概要

厚生労働省HP「我が国の医療制度の概要」より



我が国の医療制度の概要

厚生労働省HP「我が国の医療制度の概要」より



日本の医療提供体制

日本の医療提供体制は、国民皆保険制度の
下、フリーアクセス制度があるため、どの
医療機関でも受診することができます。

また、病院は個人及び民間医療機関（医療
法人）が7割、病床数では5割以上を占めて
おり、民間中心の医療提供体制となってい
るのが日本における医療提供体制の特徴の
1つです。

厚生労働省 令和６(2024)年医療施設（動態）調査・病院報告の概況より



厚生労働省 医療提供体制の現状より



国際的にみて日本は、人口当たり病床数が多い、平均在院日数が長い、1床当たりの医療従事者
数が少ないことがあげられます。

病床の種類別にみた平均在院日数

厚生労働省 令和６(2024)年医療施設（動態）調査・病院報告の概況より



参考：平均在院日数の国際比較

日本医療政策機構HPより



日本における医療施設、病床の類型

日本における医療施設は、一般診療所（有床・無床）、歯科診療所、病院に分けることができ
ます。

全国の医療施設は179,645施設で、前年に比べ189施設減少しています。 
「病院」は8,060施設で62施設減少
「一般診療所」は105,207施設で313施設増加
「歯科診療所」は66,378施設で440施設減少 

病院の類型については、一般病院、特定機能病院、地域医療支援病院、臨床研究中核病院、精
神科病院、結核病院があります。このうち特定機能病院、地域医療支援病院、臨床研究中核病
院は、一般病院とは異なる人員配置などの要件が定められています。



厚生労働省 令和６(2024)年医療施設（動態）調査・病院報告の概況より

8,060 

3,338 

0

1 000

2 000

3 000

4 000

5 000

6 000

7 000

8 000

9 000

10 000

2002

平成14年

'05

17

'08

20

'11

23

'14

26

'17

29

'20

令和２年

'23

５

'24

６

病院

療養病床を有する病院(再掲)

各年10月１日現在

病院数の年次推移（病院数は平成２年をピークに減少）



105,207 

5,415 

99,792 

66,378 

431 0

10 000

20 000

30 000

40 000

50 000

60 000

70 000

80 000

90 000

100 000

110 000

2002

平成14年

'05

17

'08

20

'11

23

'14

26

'17

29

'20

令和２年

'23

５

'24

６

有床一般診療所(再掲)

歯科診療所

無床一般診療所（再掲）

一般診療所

療養病床を有する

一般診療所(再掲)

各年10月１日現在

厚生労働省 令和６(2024)年医療施設（動態）調査・病院報告の概況より

診療所数の年次推移診（診療所数は漸増）



厚生労働省 令和６(2024)年医療施設（動態）調査・病院報告の概況より

病床の種類別にみた病院病床数の年次推移 

日本における病床には、一般病床、療養病床、精神病床、感染症病床、結核病床があります。

病院の病床数は平成５年をピークに減少



病床数を都道府県別にみると、地域によって大きなバラツキがあります。こうした地域差につ
いては、地域医療構想を策定し、都道府県は知事に病床の医療機能等を報告し、それをもとに
各医療機能の必要量等を含め、あるべき将来の医療提供体制を実現していくこととなります。

厚生労働省 医療施設動態調査（令和７年３月末概数）より作成

都道府県別病床数（令和7年３月末現在）
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都道府県別にみた人口10万対病院病床数 

人口10万対病院病床数をみると、「全病床」は1,187.3床。病床の種類別では、「精神病床」255.4床、「療
養病床」216.9床、「一般病床」710.6床となっています。
都道府県別にみると、「全病床」「療養病床」「一般病床」は高知県が最も多く、「精神病床」は鹿児島県
が最も多くなっています。

厚生労働省 令和６(2024)年医療施設（動態）調査・病院報告の概況より



医療提供体制の各国比較(2022)

注１：「※1」は2009年、「※２」は2021年。
注２：「＃」は実際に臨床にあたる職員に加え、研究機関等で勤務する職員を含む。
注３：「人口千人当たり急性期医療病床数」は産科病床や精神病床を含み、リハビリ病床や療養病床は含まない。
イギリスはデータなし。フランス、スウェーデンは精神病床を含んでいない。
日本は病院・一般診療所の一般病床、感染症病床、結核病床を含み、療養病床・精神病床を含まない。
注４：「病床百床当たり臨床医師数」は、臨床医師数を病床数で単純に割って100をかけた数値である。
注５：「病床百床当たり臨床看護職員数」は、臨床看護職員数（アメリカ、フランスは研究機関等で勤務する職員を含む）を病床数で単純に割って100をかけた数値である。

厚生労働省 医療提供体制の現状より



我が国の医療制度の概要

厚生労働省HP「我が国の医療制度の概要」より



医療関係従事者数

・医師 327,444人
・歯科医師 101,919人
・薬剤師 253,198人

・保健師 67,226人
・助産師 41,608人
・看護師 1,320,420人
・准看護師 304,771人

・理学療法士（PT） 107,839.3人
・作業療法士（OT） 53,604.8人
・視能訓練士 11,142.0人
・言語聴覚士 18,805.4人
・義肢装具士 120.6人
・診療放射線技師 58,006.7人
・臨床検査技師 69,719.9人
・臨床工学技士 32,774.6人
・管理栄養士 27,849.8人
・栄養士 5,531.3人

・就業歯科衛生士 145,183人
・就業歯科技工士 32,942人
・就業あん摩マッサージ指圧師 118,913人
・就業はり師 131,486人
・就業きゅう師 129,478人
・就業柔道整復師 77,632人

・救急救命士  75,947人

「令和7年版厚生労働白書 資料編」より



医師・歯科医師・薬剤師統計の概況

令和４年12月31日現在における全国の届出「医師」343,275人、「歯科医師」105,267人、
「薬剤師」323,690人を各々取りまとめたもの

厚生労働省 「医師・歯科医師・薬剤師統計の概況」より

医師 歯科医師



都道府県（従業地）別にみた医療施設に従事する人口10万対医師数

厚生労働省 「医師・歯科医師・薬剤師統計の概況」より

令和４（2022）年12月31日現在



施設の種別にみた医療施設に従事する医師数の年次推移

厚生労働省 「医師・歯科医師・薬剤師統計の概況」より



都道府県（従業地）別にみた医療施設に従事する人口10万対歯科医師数

厚生労働省 「医師・歯科医師・薬剤師統計の概況」より

令和４（2022）年12月31日現在



施設の種別にみた医療施設に従事する歯科医師数の年次推移

厚生労働省 「医師・歯科医師・薬剤師統計の概況」より



薬剤師

厚生労働省 「医師・歯科医師・薬剤師統計の概況」より



都道府県（従業地）別にみた薬局・医療施設に従事する人口10万対薬剤師数

厚生労働省 「医師・歯科医師・薬剤師統計の概況」より

令和４（2022）年12月31日現在



施設の種別にみた薬局・医療施設に従事する薬剤師数の年次推移

厚生労働省 「医師・歯科医師・薬剤師統計の概況」より



◆我が国の医療提供体制は、国民皆保険制度の下、フリーアクセス制度があるため、どの医療機関でも
受診することができます。

◆個人及び民間医療機関が7割、病床数では5割以上を占めており、民間中心の医療提供体制となってい
るのが特徴の1つです。

◆国際的にみて日本は、人口当たり病床数が多い、平均在院日数が長い、1床当たりの医療従事者数が少
ないことがあげられます。

◆病院数は平成２年をピークに、病床数は平成５年をピークに減少し、診療所数は漸増しています。

◆病床数および人口10万対病院病床数を都道府県別にみると、地域によって大きなバラツキがあります。

◆医師・歯科医師・薬剤師の人数および人口10万あたりの人数は増加していますが、都道府県別にみる
と、地域によって大きなバラツキがあります。

まとめ その2
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